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　当連結会計年度における我が国の経済は、新
型コロナウイルス感染症の落ち着きに伴い、経済
活動は正常化し、景気や企業業績に回復の動き
がみられましたが、その動きは緩やかなものとなり
ました。一方で物価の上昇や為替の急激な円安
進行などにより、先行きの不透明な状況が続いて
おります。国際的な経済情勢においても、インフレ
の進行や地政学リスクの拡大、金利の引き締めな
どを背景に、減速の見通しとなるとともに、今後さ
らに落ち込むリスクが高まってきております。
　当社の属する情報通信業界におきましては、情
報通信機器や事務用機器のリース取扱高が前年
比で緩やかな回復となっていますが、低位安定推
移となっております。
　こうした経営環境のなか、当社グループはグルー
プ会社間のシナジーを最大化するべく、組織再編
と海外事業強化に取り組んでまいりました。国内
においては、約６万件の顧客データベースを活用
しセキュリティ関連商品や情報通信機器、ＬＥＤ照
明などのアップセルに取り組み、海外においては
カーボンニュートラルに取り組む企業へ環境商材の
販売に注力しました。海外ローカル市場の取り込
みに向けて、2021年10月にマレーシアでＬＥＤ照
明の卸売りを行うSin Lian Wah Lighting Sdn. 
Bhd.（以下、ＳＬＷＬ社）、2023年9月に電気製
品部品の卸売りを行うSin Lian Wah Electric 
Sdn. Bhd.（以下、ＳＬＷＥ社）株式の100%を取

得しております。
　以上の結果、当連結会計年度の業績は、
売上収益が前年同期比6.6％増の9,510百万円
となりました。営業利益は、海外事業の収益
拡大、及び業務効率化により間接コストを削減
したこと等により、前年同期比9.0％増の450
百万円、親会社の所有者に帰属する当期利
益は前年同期比10.4％減の314百万円となりま
した。
　当社グループは、厳しい経営環境を乗り越
えるべく、グループの総力を結集して機動的な
経営を推進してまいります。ステークホルダー
の皆さまのより一層のご支援を賜りますようお願
い申しあげます。

代表取締役社長 兼 グループCEO

伊藤�秀博

ごあいさつ



セグメント別概況

チャネル別内訳
国内ソリューション事業

直営店
2,171百万円

50.3％フランチャイズ
加盟店

1,156百万円
26.8％

代理店
986百万円

22.9％

国内ソリューション事業
4,314百万円

45.4％

BPR事業
562百万円

5.9％

海外ソリューション事業
4,633百万円

48.7％

財務ハイライト

【百万円】

売上収益

0

10,000

2,000

8,000

6,000

4,000

2022/9

8,920

2023/9

9,510

【百万円】

親会社の所有者に帰属する当期利益

0

300

200

100

400

500

351

2022/9

314

2023/9

【百万円】

営業利益

0

400

300

200

100

500

413

2022/9

450

2023/9

【百万円】

税引前利益

0

300

200

100

400

500
457

2022/9

490

2023/9

● 国内ソリューション事業
　直営店チャネルにおいては、顧客データベースを活用した効
率的な営業活動を行うとともに、新規の顧客開拓に取り組み、
企業のカーボンニュートラルへの取り組みやネットワークセキュリ
ティ強化に対するソリューション営業を実施しました。その結果、
同チャネルの売上収益は前年同期比3.1%減の2,171百万円となり
ました。
　FC加盟店チャネルにおいては、直営店の販売手法を水平展
開し、セキュリティ商材等の販売支援を実施した結果、同チャネ
ルの売上高は前年同期比0.8％増の1,156百万円となりました。
　代理店チャネルにおいては、電力料金の引き下げ対策として
主力商品のLED商品の販売促進に取り組みました。一方、セ
キュリティソリューションではOEM供給が終了した影響もあり大幅
な減収となりました。その結果、同チャネルの売上高は前年同
期比0.9％減の986百万円となりました。
　これらの結果、国内ソリューション事業の売上収益は、前年
同期比1.6％減の4,314百万円となりました。セグメント利益は、コ
スト構造の見直しにより、前年同期比91.4％増の188百万円となり
ました。

● BPR事業
　BPR事業は、新規顧客開拓に取り組むとともに、コンサルティ
ング営業による業務効率化提案を通じてRPAやAI－OCRの導
入、BPO業務受託を獲得しました。BPOセンターにおいては、
業務の自動化に向けて、特にRPAの活用による業務効率化と品
質向上に取り組みました。これらの結果、売上収益は前年同期
比5.7％減の562百万円となり、セグメント利益は、大幅な円安元
高によりセンター経費が増加したため、前年同期比24.6％減の85
百万円となりました。
※ BPR（Business Process Re-engineering）の略称です。

● 海外ソリューション事業
　海外ソリューション事業は、脱炭素化に取り組む企業へLED
商品や業務用エアコン等のカーボン・ニュートラルソリューション
提案に注力しました。中国やマレーシアでの販売が順調に推移
しました。これらの結果、売上収益は前年同期比17.6％増の
4,633百万円、セグメント利益は、前年同期比54.0％増の388
百万円となりました。

国際財務報告基準（IFRS）に基づき開示しています。



1. 基本戦略　グローバル専門商社構想 4. グローバル専門商社構想の国別ステージ

　当社は最先端の商品やサービスを時代に即した形で提供し、強力なダイレク
トマーケティング力を活かして世界中の顧客にソリューションを提案してい
ます。

　当社が進出した各国の事業会社は、上図のような4つのステージを推進して
いくことで、事業の成長を通じて進出各国の経済発展に貢献することを最終
目標にしています。

　新型コロナウイルス感染症のパンデミックにより、2020年から当社の各国
の事業はさまざまな営業の制約を受けることになりました。ロックダウンに
よって対面での営業活動が難しくなり、2020年と21年は売上が大幅に減少
いたしました。

　2020年6月に、新型コロナウイルス感染対策商品であるウイルス除菌装置 
“ReSPR” を各国で独占販売することにより、売上の減少を補いました。また、
世界的な移動の制約を逆に利用し、海外企業のM&Aに取り組みました。その
結果、2021年にはマレーシアのLED販売会社を連結子会社として取得し、
グローバル専門商社構想をステージ3に飛躍させることができました。

　以上のような取り組みにより、第30期には売上がコロナ前比で96%、営業利
益比で88%まで回復し、海外比率も売上では48%、営業利益では58%となり、
国内比率と逆転するまでに成長を遂げることができました。

3. グローバル専門商社構想の取り組み 
（2020年～2023年）

　2017年からの3年間の業績推移では、日系企業を対象としたカーボン・
ニュートラルソリューションの提供を主軸に8カ国に進出いたしました。その
結果、売上は3年で2.2倍、営業利益は4.1倍と急成長し、海外比率は売上の18%、
営業利益の44%を占めるまでになりました。

2. グローバル専門商社構想の取り組み 
（2017年～2019年）

グローバル専門商社構想の取り組みと今後の成長戦略

　成長戦略の取り組みの1つ目は、戦略的パートナーシップの拡大で
す。具体的には、以下の2つの取り組みを推進いたします。

　1つ目はマレーシアで成功したクロスボーダーM&Aを基に、他国
でも同様の展開をすることにより、各国のローカル市場を開拓して
まいります。
　
　次に、各国の主要企業との業務提携に焦点を当てて、お互いの顧客
を紹介し合うことにより、アップセルやクロスセルを推進してまいり
ます。

　現在、ステージ3まで進んでいるのはマレーシアのみであり、他国
ではまだステージ3に達していない状況です。このステージ3以降の
市場は規模が非常に大きいため、今後も成長戦略を進めることで持続
的な成長をすることが可能になります。

5. 今後の成長戦略の取り組み１ 
戦略的パートナーシップの拡大

各国ごとにビジネスのステージを上げ、グローバル展開を加速する
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時代に合った最先端の商品やサービスを、当社の強みのダイレクトマーケティング力で、
全世界のお客様にソリューションを提案し、グローバル事業の成長を加速させる！

各国の事業会社が４つのステージを推進し、
独自成長を目指す

4つのステージ

現地日系企業への
LED照明の販売

ステージ2
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連結・海外ソリューション事業の
売上推移（単位100万円）

23年売上：コロナ前比96%に回復

連結・海外ソリューション事業の
営業利益推移（単位100万円）

23年営利：コロナ前比88%に回復
2020年1月～営業活動停止（国ごとに異なる）

2020年1月～ 3月
各国移動制限
各国ロックダウン開始

2020年3月～ 4月
外出制限

2020年4月～ 2022年6月
自宅待機やリモートワーク

（各国時期の差異あり）

2021年10月
マレーシアにてクロスボーダー
M＆A SLWL連結子会社化

2020年6月
グローバル戦略商品 ”ReSPR” 
独占販売開始

2023年8月
マレーシアにてクロスボーダー M＆A
第二弾 SLWE連結子会社化

2020年9月期～IFRS会計基準準拠

主な取組

2017年

ベトナムへの進出を契機に、
グローバル専門商社構想をスタート

2018年2月

マレーシアへの進出

2018年10月

インドへの進出

主な取組

2019年6月

タイ・インドネシア・フィリピンM&A
海外8カ国の進出を達成

連結・海外ソリューション事業の
売上推移（単位100万円）

19年売上：16年対比2.2倍

連結・海外ソリューション事業の
営業利益推移（単位100万円）

19年営利：16年対比4.1倍
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会社の概要グローバル専門商社構想の取り組みと今後の成長戦略

会社の概況（2023年12月26日現在）
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株式の状況（2023年9月30日現在）

レカム株式会社 
（RECOMM CO., LTD.）

東京都渋谷区代々木三丁目25番3号 
あいおいニッセイ同和損保新宿ビル 
TEL.03-4405-4566 
FAX.03-5357-1419

1994年9月

代表取締役社長　伊藤秀博

2,447百万円

9月

証券コード：3323（スタンダード）

ビジネスホン・デジタル複合機（MFP）・セキュリティー
商品・その他OA機器全般の販売、設置工事および保守
サービスの提供、ホームページ作成、LED、業務用エア
コン・太陽光発電システムその他環境関連商品の販売、
インターネット関連サービスの提供および前記事業のフ
ランチャイズ・代理店展開、BPR事業、RPAサービス

レカムジャパン株式会社 
オーパス株式会社 
レカムBPO株式会社 
ヴィーナステックジャパン株式会社 
レカムIEパートナー株式会社 
インテリジェンスインディードレカム株式会社 
レカムDXソリューションズ株式会社 
レカムビジネスソリューションズ（大連）株式有限公司 
レカムビジネスソリューションズ（長春）有限公司 
レカムビジネスソリューションズ（上海）有限公司 
レカム騰遠ビジネスソリューションズ（大連）有限公司 
ミャンマーレカム株式会社 
ベトナムレカム有限会社 
レカムビジネスソリューションズ（マレーシア）株式会社 
レカムビジネスソリューションズ（インディア）株式会社 
レカムビジネスソリューションズ（タイ）株式会社 
レカムビジネスソリューションズ（アジア）株式会社 
レカムビジネスソリューションズ（インドネシア）株式会社 
Sin Lian Wah Lighting Sdn. Bhd. 
Sin Lian Wah Electric Sdn. Bhd.

発行可能株式総数� ………………………………………  240,000,000 株
発行済株式の総数（自己株式1,410,600株を除く）�………  81,219,655 株
株主数� …………………………………………………………  19,314 名

事業年度 10月1日から翌年9月30日まで

定時株主総会 12月

定時株主総会基準日 9月30日

期末配当基準日 9月30日

中間配当基準日 3月31日

株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目3番3号 
みずほ信託銀行株式会社

　郵便物送付先 〒168-8507　東京都杉並区和泉二丁目8番4号 
みずほ信託銀行株式会社　証券代行部

　電話お問合せ先 0120-288-324（フリーダイヤル）

　お取扱店 みずほ信託銀行株式会社 
　本店および全国各支店

公告方法 電子公告　当社のホームページに掲載いたします。
https://www.recomm.co.jp/
ただし、事故その他やむを得ない事由により電子公告を行うこ
とができないときは、日本経済新聞に掲載いたします。

株主メモ

https://www.e-kabunushi.com
アクセスコード

①下記ＵＲＬにアクセス
②アクセスコード入力後にアンケートサイトが表示

・・・・・・以下の方法でもアンケートにアクセスできます・・・・・・

いいかぶ 検索検索検索窓から

kabu@wjm.jp ←こちらへ空メールを送信
。すまれさ信返動自にち直がLRUのトーケンア。入記無は」文本「」名件「

3323

当社では、株主の皆さまの声をお聞かせいただくため、アンケートを
実施いたします。お手数ではございますが、アンケートへのご協力を
お願いいたします。（所要時間は5分程度です）

株主の皆さまの声をお聞かせください

ご回答いただいた方の中から抽選
で薄謝（QUOカードPay500円）
を進呈させていただきます

●アンケート実施期間は、本書がお手元に
到着してから約2カ月間です

本アンケートは、株式会社リンクコーポレイトコミュニケーションズの
提供する「e-株主リサーチ」サービスにより実施いたします。 
https://www.link-cc.co.jp
● アンケートのお問い合わせ 「e -株主リサーチ事務局」
MAIL：info@e-kabunushi.com

　成長戦略の2つ目はカーボンニュートラルソリューションの更な
る推進です。これまではLEDや業務用エアコンに金融サービスとメ
ンテナンスサポートを組み合わせることで、コストダウンを実現して
いました。一方で今後は、電力消費量を可視化するサービスを提供し
たり、主力商品と放熱商品を組み合わせて提供することにより、コス
トダウンだけでなく、CO2排出の削減にも貢献してまいります。

　成長戦略の3つ目はDXソリューションの推進です。中国で急成長
中のRPA企業である実在智能社との提携により、4月には日本で独占
的にRPAサービスを展開しています。また、同様の共同事業を来年
1月より、マレーシアでも予定しています。

カーボンニュートラルソリューションの提供
顧客の電気代削減とCO2の削減に貢献

可視化・放熱商品の
セット販売

効果省エネ機器

+

（1965～2021年）
進出国のエネルギー消費量

引用：BP Statistical Review of World Energy
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エクサジュール

蛍光灯 vs LED照明 

旧型エアコン vs 新型エアコン

蛍光灯 vs LED照明 

旧型エアコン vs 新型エアコン

CO2排出量
約70％
カット

消費電力
約70％
カット

CO2排出量
約60％
カット

消費電力
約60％
カット

省電力化が可能LED照明

環境負荷に配慮業務用エアコン
・省エネ性能が高く、

CO2削減効果が大
・オフィスや工場面

積、設置環境に合わ
せた商品を提供

・少品種大量生産の
自社ブランド

・多品種のナショナル
ブランド約50,000点

誰でも使える
AI-RPAサービス
・ 専門知識がなくても

シナリオ作成が可能
・ シナリオ作成時間

30％～50％の節約

レカムDXソリューションズ

中小企業
325万社

（当社顧客約6万社）

大企業・中堅企業
56万社

（当社顧客約2,600社）

2023年
 ● 4月 DXソリューション第一弾日本に合弁会社設立
 ● 6月 チャイナ・モバイル・インターナショナル・リミテッド
    とAI-RPAサービスで協業開始
2024年
 ● 1月 DXソリューション第二弾マレーシアに
    合弁会社設立予定

××

進化型AI-RPAサービス
（Robo Worker）ご紹介

プログラミング知識のない方でもシナリオ作りが可能

６. 今後の成長戦略の取り組み２ 
カーボンニュートラルソリューションの更なる推進

７. 今後の成長戦略の取り組み３ 
DXソリューションの推進




